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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 26,227 △2.8 984 △47.0 1,040 △44.8 522 △52.2

20年3月期 26,982 △1.7 1,858 △11.5 1,884 △15.6 1,093 17.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 49.31 49.31 2.1 3.5 3.8
20年3月期 103.21 103.10 4.5 6.3 6.9

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  △4百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 29,372 24,662 84.0 2,327.04
20年3月期 29,484 24,573 83.3 2,319.36

（参考） 自己資本   21年3月期  24,662百万円 20年3月期  24,573百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 1,474 △718 △377 3,138
20年3月期 1,022 △1,527 △373 2,759

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 18.00 ― 18.00 36.00 381 34.9 1.6
21年3月期 ― 18.00 ― 18.00 36.00 381 73.0 1.5

22年3月期 
（予想）

― 15.00 ― 15.00 30.00 41.3

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

12,800 16.8 310 122.0 400 135.9 180 280.7 16.98

通期 27,700 5.6 1,310 33.1 1,450 39.3 770 47.3 72.65
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注) 詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」
をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) 1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、23ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 10,903,240株 20年3月期 10,903,240株

② 期末自己株式数 21年3月期  304,964株 20年3月期  308,444株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 26,024 △2.6 676 △54.6 840 △48.6 552 △44.2

20年3月期 26,731 △1.8 1,492 △13.2 1,635 △17.4 990 △14.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 52.13 52.12
20年3月期 93.46 93.37

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 27,547 23,070 83.7 2,176.86
20年3月期 27,589 22,948 83.2 2,165.99

（参考） 自己資本 21年3月期  23,070百万円 20年3月期  22,948百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる
結果となる可能性があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

12,800 18.0 270 ― 410 208.7 1,260 639.3 118.89

通期 27,700 6.4 1,220 80.2 1,430 70.2 1,830 231.3 172.67
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小松ウオール工業(株)（7949）平成２１年３月期決算短信 

１．経営成績  

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

＜当連結会計年度の概況＞ 
当連結会計年度のわが国経済は、昨年秋以降、米国の大手金融機関の破綻に端を発した世界的な

金融市場の混乱の影響を受け、株式・為替環境の悪化、企業の生産減、設備投資の抑制、さらには

雇用情勢の悪化など、景気は厳しい局面となりました。 
間仕切業界におきましても、原材料価格の高騰、販売価格競争の激化、民間企業の設備投資意欲

の急激な減退による新規需要の減少等、厳しい経営環境が継続しております。 
このような情勢のなかで、当社は積極的なコスト削減と販売力の増強を図り、営業拠点の新設（八

王子、滋賀）や「設計指定活動」を営業活動の中心に据えるとともに、「新規開拓専任者」の増員配

置による新規優良顧客の開拓を積極的に推進し、受注獲得に取組んでまいりました。 
これらの結果、当連結会計年度は、官公庁向けは福祉・厚生施設、学校・体育施設を中心に需要

を伸ばしましたが、民間向けについては、上述の民間企業の経営環境の厳しさが影響し、学校・体

育施設は増加したものの、その他の事務所・オフィス、福祉・厚生施設、工場・生産施設では需要

は伸びず、売上高は２６２億２７百万円（前連結会計年度比２．８％減）と、減収となりました。

利益面については、販売価格競争と原材料価格の値上がりの影響からコスト削減と販売費及び一般

管理費の抑制に努めたものの、売上総利益率は２９．１％と前連結会計年度比１．９ポイント低下

し、経常利益は１０億４０百万円（前連結会計年度比４４．８％減）、当期純利益は５億２２百万円

（前連結会計年度比５２．２％減）となりました。また、受注残高については、環境の厳しい中で

はありますが、前連結会計年度比６．７％増の９５億７３百万円を確保しております。 

＜品目別の状況＞ 
当社グループ主力品目の可動間仕切は、学校・体育施設向けには健闘しましたが、民間の事務所・

オフィスビル・工場向けが振るわず、前連結会計年度比８．８％減少しました。また、固定間仕切

については、壁面化粧パネルが伸びたものの学校間仕切、軽量ドアが前年並みとなり、固定間仕切

全体では前連結会計年度比２．３％減少となる一方、受注残高においては軽量ドアの受注残高が前

連結会計年度比４２．７％増加したことにより、固定間仕切全体では３４．８％の増加となり、他

の品目に比べて大きく伸びております。トイレブースは、学校・体育施設、福祉・厚生施設を中心

に納入が増加し、前連結会計年度比１３．５％増加しました。移動間仕切については、小型の移動

壁が宿泊施設、文化施設等への納入が増加したものの、大型の移動間仕切の納入が減少したため、

移動間仕切全体では前連結会計年度比４．３％減少となりました。 
品目別による売上高、受注高及び受注残高は次のとおりであります。 
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小松ウオール工業(株)（7949）平成２１年３月期決算短信 

１）品目別売上高明細書 
（百万円未満切捨） 

当連結会計年度 
自平成２０年４月 １日 
至平成２１年３月３１日 

期 別

 
 
品 目 金  額 前連結会計年度比 
 百万円 ％ 
可 動 間 仕 切 ８，２４８ ９１．２ 
固 定 間 仕 切 ７，６３５ ９７．７ 
ト イ レ ブ ー ス ５，３２１ １１３．５ 
移 動 間 仕 切 ３，１７７ ９５．７ 
ロ ー 間 仕 切 ８３２ ８７．５ 
そ の 他 １，０１２ ８６．７ 

合  計 ２６，２２７ ９７．２ 
 

２）品目別受注高及び受注残高 
（百万円未満切捨） 

当連結会計年度 
自平成２０年４月 １日 
至平成２１年３月３１日 

受 注 高 受 注 残 高 

期 別

 
 
 
品 目 金  額 前連結会計年度比 金  額 前連結会計年度比

 百万円 ％ 百万円 ％

可 動 間 仕 切 ７，７０３ ８４．８ １，３１５ ７０．７ 
固 定 間 仕 切 ８，９５６ １１４．４ ５，１１５ １３４．８ 
ト イ レ ブ ー ス ５，２９１ １０４．４ １，４９８ ９８．０ 
移 動 間 仕 切 ３，１４１ ９０．２ １，４６７ ９７．６ 
ロ ー 間 仕 切 ７９９ ８３．５ ５９ ６４．７ 
そ の 他 ９３３ ８７．１ １１６ ５９．６ 

合   計 ２６，８２６ ９７．６ ９，５７３ １０６．７ 
 

②次期の見通し 
今後の経済見通しにつきましては、引き続き世界的な金融危機が続き、総じて景気の減速感が懸念

される状況にあり、また、回復までの期間についても長期化の予想もあり、先行きは非常に不透明な

状況にあると思われます。 
間仕切業界におきましても、企業収益が減少したことによる需要減退の懸念が強まる中、新規受注、

大型物件の受注の減少が予想され、今後もさらに厳しい状況が続くものと思われます。 
このような状況下において当社は、市場占有率アップによる業績向上を目指し、販売子会社の自社

拠点化の完了とこの数年来の営業拠点の新設により、これら新設拠点と既存営業拠点が一体となり業

績拡大を進めてまいります。また、福祉・厚生施設向けを中心に、間仕切関連市場であるドア市場へ

進出し、「設計指定活動」による受注活動と「新規開拓専任者」による新規優良顧客の開拓を積極的に

推進しながら、新製品の開発による他社との差別化と永年培った間仕切のノウハウ提供に努めて、受

注に結びつけてまいります。また、益々進む少子高齢化社会を背景に今後も引き続き需要増が見込ま

れる病院・医療施設向けへのトイレブース、軽量ドア、可動間仕切製品の拡販、新製品開発に努めて

まいります。 
これらの見通しと受注残高の消化、また、本年度から適用される工事進行基準による売上計上等を考

慮し、次期の業績予想としましては、売上高は前連結会計年度比５．６％増の２７７億円、経常利益は

前連結会計年度比３９．３％増の１４億５０百万円、当期純利益は前連結会計年度比４７．３％増

の７億７０百万円を見込んでおります。 
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小松ウオール工業(株)（7949）平成２１年３月期決算短信 

なお、個別業績予想については、平成２１年４月１０日に開示しました、「特別利益の発生に関する

お知らせ」のとおり１００％子会社である小松プロテクター株式会社を吸収合併したことによる、抱

合株式消滅差益１０億６２百万円を見込んだものであります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 
当連結会計年度末における資産総額は２９３億７２百万円となり、前連結会計年度末より   

１億１１百万円減少しております。これは主に現金及び預金７億７８百万円の増加と、棚卸資産

４億５４百万円、受取手形及び売掛金２億６１百万円等の減少による流動資産の増加５０百万円と

減価償却累計額２億９６百万円の増加等による有形固定資産の減少３億５９百万円及び投資その他

の資産１億２百万円、無形固定資産９４百万円の増加による固定資産の減少１億６２百万円による

ものであります。 
負債総額は４７億９百万円となり、前連結会計年度末より２億１百万円減少しております。これは

買掛金、未払法人税等の減少による流動負債の減少３億２８百万円と、退職給付引当金１億１２百万円

の増加等によるものであります。 
また、純資産につきましては、２４６億６２百万円となり、前連結会計年度末より８９百万円の

増加となりました。これは主として利益剰余金の増加１億４０百万円によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は３１億３８百万円とな

り、前連結会計年度末より３億７８百万円増加いたしました。 
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動により増加した資金は１４億７４百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期

純利益１０億１９百万円、減価償却費５億４１百万円、棚卸資産の減少額４億５４百万円、売上債

権の減少額２億４７百万円、退職給付引当金の増加額１億１２百万円等による増加と、法人税等の

支払額５億８０百万円、前受金の減少額１億１０百万円等による減少であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動により減少した資金は７億１８百万円となりました。これは主に、定期預金の預入及び

払戻による純支出４億円と有形及び無形の固定資産取得による支出３億６９百万円等による減少で

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により減少した資金は３億７７百万円となりました。これは主に、配当金の支払額   

３億８２百万円による減少であります。  
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小松ウオール工業(株)（7949）平成２１年３月期決算短信 

③キャッシュ・フロー関連指標の推移 
 第３８期 

平成 17 年 3 月期

第３９期 
平成 18 年 3 月期

第４０期 
平成 19 年 3 月期

第４１期 
平成 20 年 3 月期 

第４２期 
平成 21 年 3 月期

自己資本比率（％） ８１．８ ８４．６ ８０．０ ８３．３ ８４．０

時価ベースの自己資本比率（％） ７１．９ ９０．５ ６９．５ ４４．７ ３８．３

キャッシュ・フロー対 
有利子負債比率 

－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・レシオ － － － － －

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 
３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 
４．当社は有利子負債及び利払いはありませんので、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及び 

インタレスト・カバレッジ・レシオについては記載しておりません。 
 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の剰余金の配当に関する基本方針は、収益状況に対応した上で、株主還元の充実を図り、配当

性向３０％以上の達成を目標とするとともに、その一方で企業体質の強化、及び業容の拡大に備えて内

部留保を充実することも目標としております。この内部留保につきましては、業界内部における競争激

化に対処し、コスト競争力を高めるための設備投資等の資金需要に備えるためであり、将来的には収益

の向上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えております。 

配当金については、この方針のもと当期は前連結会計年度比４４．８％の経常減益、当期純利益で

は、前連結会計年度比５２．２％の減益となりましたが、当期末配当については当初予定通り１株当た

り１８円００銭、年間配当金額では１株当たり３６円００銭を予定しております。これにより配当性向

は７３．０％となります。 

次期については、通期で１株当たり３０円００銭の配当を予定しております。 

また、株主優待制度を設け、３月末現在の１単元以上の株主様に対しては当社オリジナルデザイン

図書カードを、９月末現在の１単元以上の株主様に対しては当社オリジナルデザインＱＵＯカードを贈

呈する制度を実施しておりました。しかしながら今般の会社業績を鑑み、９月末現在の１単元以上の株

主様に対する当社オリジナルデザインＱＵＯカードにつきましては、昨年、平成２０年９月末日の対象

株主様への贈呈をもちまして廃止とさせていただきます。 

 

最近５年間の配当金の推移                              （単位：円） 

 第３８期 
平成 17 年 3 月期 

第３９期 
平成 18 年 3 月期

第４０期 
平成 19 年 3 月期

第４１期 
平成 20 年 3 月期 

第４２期 
平成 21 年 3 月期

中間配当 16.50 17.50 18.00 18.00 18.00 

期末配当（特・記） 16.50 17.50 18.00 18.00 18.00(予定) 

合計 33.00 35.00 36.00 36.00 36.00(予定) 

（注）期末配当金は特別配当、記念配当を含む金額であります。 
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（４）事業等のリスク 

※最近の有価証券報告書（平成２０年６月２６日提出）から新たなリスクが顕在化していないため、記

載を省略しております。当該有価証券報告書は、次のＵＲＬからご覧頂くことができます。 
（当社ホームページ） 

http://www.komatsuwall.co.jp/ir/report/index.html 
（金融庁ＥＤＩＮＥＴホームページ） 

http://info.edinet-fsa.go.jp/ 
 
 
 

２．企 業 集 団 の 状 況           

 

当社は、可動間仕切、固定間仕切、トイレブース、移動間仕切、ロー間仕切等の製造及び販売を主要な事

業とする会社で、当社を中核として周辺に以下の子会社を擁して、企業集団としての事業を展開しております。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 
客       先 

               
連結子会社  

施 工 小松ウオールサービス株式会社 
         

          

販 売 

 

 
当  社 

製 造  

    部品 
  
 

 
 

連結子会社 
小松プロテクター株式会社 

 
 

注：図の内容は平成２１年３月３１日現在の状況であります。なお、小松プロテクター株式会社は 
平成２１年４月１日を合併期日として当社と合併し、消滅しております。 
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３．経  営  方  針  

（１）会社の経営の基本方針 
当社は、間仕切の専門メーカーとして、ビルの高層化・建物の工期短縮という建設業界の要請に即して、

受注から設計、製造、施工、サービスまでの自社一貫システムをもって、様々な新製品を社会に送り出し

高い評価を得てまいりました。今後においても当社の専門分野である間仕切関連製品を中心に、新製品の

開発、サービスの向上を通じて、着実な業容の拡大と安定した収益を継続して上げることにより、株主・

取引先・社員との共存共栄を図って社会への一層の貢献を行うことを経営指針として活動してまいります。 

（２）目標とする経営指標 
当社が目標としている経営指標は、売上高経常利益率１０％以上及び総資産経常利益率１０％以上であ

ります。これらは事業効率向上と株主価値の最大化を図るための資本効率の向上を目指したものであり、

連結・個別ともに継続的に達成できる体質を目指しております。この目標達成のために具体的には、徹底

した合理化、原価低減、効率の高い設備投資等により一人当たりの生産性を高めるとともに、創業時より

採用している小分割独立採算制度により、従業員一人ひとりが常に利益を意識した活動をしてまいりまし

た。また、利益増とともに総資産の圧縮を目指し、借入金返済、支払手形廃止、原材料、製品在庫等棚卸

資産の圧縮等を実施してまいりました。 
今後も目標達成に向けて諸施策を実施し、業績及び株主価値の向上を図ってまいりたいと存じます。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 
今後の間仕切業界は、景気回復までの期間について長期化の予想もあり、設備投資意欲の減衰傾向が継

続し、厳しい受注競争、価格競争が継続するものと考えられます。このような状況下においては、間仕切

市場占有率のアップと間仕切関連製品であるドア市場への本格的な進出及び厳しい価格競争に耐えられ

るコスト競争力が不可欠であり、当社は、着実な業容拡大と安定した収益確保のために、以下のように計

画を策定、実施してまいります。 
①当社事業に係わる間仕切製品部材の製造業務の経営効率化を図るため、当社１００％子会社の小松プ

ロテクター株式会社を平成２１年４月１日付にて吸収合併し、当社製造部門に統合しました。 
②生産体制の充実を図り、生産性向上及び協力工場を含めた生産ネットワークを強化してまいります。 
③今後も継続する高齢化社会に対応した製品、環境にやさしい製品を戦略製品と位置付け、新製品開発

に積極的に取組んでまいります。 

（４）会社の対処すべき課題 
当社では、収益重視の経営を基本とし、今後も高い収益を維持しながら業績拡大に努めてまいります。

また、管理体制面では、執行役員制度を導入し、日々変化する経営環境のもと、経営の意思決定と業務執

行を分離することにより、経営の迅速化と効率化並びにコーポレートガバナンスの充実を図ります。 
なお、執行役員制度の導入につきましては、平成２１年４月２２日開催の取締役会において決議し、執

行役員人事に関しましては、平成２１年６月２５日開催予定の当社第４２期定時株主総会終了後開催予定

の取締役会において正式決定される予定です。 

（５）その他、会社の経営上重要な事項 
該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表  
（１）連結貸借対照表 
 

（百万円未満切捨） 
前連結会計年度 当連結会計年度  

（平成 20 年 3 月 31 日） （平成 21 年 3 月 31 日） 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資産の部）  
Ⅰ流動資産 
1．現金及び預金 6,559 7,338

2．受取手形及び売掛金 8,811 8,550

3．たな卸資産 2,056 1,601

4．繰延税金資産 346 322

5．その他 99 112

貸倒引当金 △ 50 △51

流動資産合計 17,823 17,874

Ⅱ固定資産 
1．有形固定資産 

（1）建物及び構築物 5,361 5,420

（2）機械装置及び運搬具 2,726 2,691

（3）土地 3,667 3,636

（4）その他 921 864

減価償却累計額 △ 5,497 △5,794

有形固定資産合計 7,179 6,819

2．無形固定資産 290 385

3．投資その他の資産 

（1）投資有価証券 536 431

（2）保険積立金 2,995 3,140

（3）繰延税金資産 357 431

（4）その他 377 377

貸倒引当金 △ 76 △88

投資その他の資産合計 4,190 4,293

固定資産合計 11,660 11,498

資産合計 29,484 29,372
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（百万円未満切捨） 
前連結会計年度 当連結会計年度  

（平成 20 年 3 月 31 日） （平成 21 年 3 月 31 日） 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

（負債の部）  
Ⅰ 流動負債 
1．買掛金 1,567 1,494

2．未払金 660 651

3．未払法人税等 167 82

4．前受金 417 306

5．賞与引当金 691 641

6．その他 160 159

流動負債合計 3,664 3,335

Ⅱ 固定負債 
1．退職給付引当金 904 1,016

2．役員退職慰労引当金 332 334

3．その他 10 22

固定負債合計 1,246 1,373

負債合計 4,910 4,709

（純資産の部）  
Ⅰ 株主資本 
1．資本金 3,099 3,099

2．資本剰余金 3,031 3,031

3．利益剰余金 18,851 18,991

4．自己株式 △ 466 △461

株主資本合計 24,516 24,661

Ⅱ 評価・換算差額等 
1．その他有価証券評価差額金 56 0

評価・換算差額等合計 56 0

純資産合計 24,573 24,662

負債純資産合計 29,484 29,372
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（２）連結損益計算書 
（百万円未満切捨） 

 

前連結会計年度 
（自 平成 19 年 4月 1 日 
至 平成 20 年 3月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 20 年 4月 1 日 
至 平成 21 年 3月 31 日）

区分  金額（百万円）   金額（百万円） 

Ⅰ 売上高 26,982 26,227

Ⅱ 売上原価 18,628 18,589

売上総利益 8,354 7,638

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,495 6,653

営業利益 1,858 984

Ⅳ 営業外収益 
1．受取利息 27 37

2．受取配当金 7 6

3．受取保険金 2 4

4．受取家賃 － 14

5．その他 17 16

営業外収益合計 54 79

Ⅴ 営業外費用 
1．売上割引 23 22

2．持分法による投資損失 4 －

3．その他 0 0

営業外費用合計 28 22

経常利益 1,884 1,040

Ⅵ 特別利益 
1．固定資産売却益 224 7

2．投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 224 7

Ⅶ 特別損失 
1．固定資産売却損 12 5

2．固定資産除却損 8 11

3．ゴルフ会員権評価損 1 10

4．投資有価証券評価損 3 1

5．減損損失 18 －

6．退職給付制度終了損 － 1

特別損失合計 44 28

税金等調整前当期純利益 2,065 1,019

法人税、住民税及び事業税 756 503

法人税等調整額 215  △6

法人税等合計 971 497

当期純利益 1,093 522
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（３）連結株主資本等変動計算書 
（百万円未満切捨） 

 

前連結会計年度 
（自 平成 19 年 4月 1 日 
至 平成 20 年 3月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 20 年 4月 1 日 
至 平成 21 年 3月 31 日）

区分 金額（百万円）    金額（百万円） 

株主資本 
 資本金 
  前期末残高 3,099 3,099

  当期変動額 
   当期変動額合計 － －

  当期末残高 3,099 3,099

資本剰余金 

 前期末残高 3,031 3,031

 当期変動額 

  当期変動額合計 － －

 当期末残高 3,031 3,031

 利益剰余金 

  前期末残高 18,141 18,851

  当期変動額 
   剰余金の配当 △ 381 △ 381

   当期純利益 1,093 522

   自己株式の処分 △ 1 △ 1

当期変動額合計 710 140

  当期末残高 18,851 18,991

 自己株式 

  前期末残高 △ 475 △ 466

  当期変動額 
   自己株式の取得 △ 0 △  0

   自己株式の処分 9 5

   当期変動額合計 8 5

  当期末残高 △ 466 △461

 株主資本合計 

  前期末残高 23,797 24,516

  当期変動額 
   剰余金の配当 △ 381 △381

   当期純利益 1,093 522

   自己株式の取得 △ 0 △ 0

   自己株式の処分 7 4

   当期変動額合計 719 145

  当期末残高 24,516 24,661
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（百万円未満切捨） 

 

前連結会計年度 
（自 平成 19 年 4月 1 日 
至 平成 20 年 3月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 20 年 4月 1 日 
至 平成 21 年 3月 31 日）

区分 金額（百万円）    金額（百万円） 

評価・換算差額等 
 その他有価証券評価差額金 
  前期末残高 130 56

  当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △ 74 △ 55

   当期変動額合計 △ 74 △ 55

  当期末残高 56 0

 評価・換算差額等合計 

  前期末残高 130 56

  当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △ 74 △ 55

   当期変動額合計 △ 74 △ 55

  当期末残高 56 0

純資産合計 
 前期末残高 23,928 24,573

 当期変動額 
  剰余金の配当 △ 381 △ 381

  当期純利益 1,093 522

  自己株式の取得 △ 0 △ 0

  自己株式の処分 7 4

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △ 74 △ 55

当期変動額合計 644 89

当期末残高 24,573 24,662
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
（百万円未満切捨） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 （自 平成19年4月 １日 

 至 平成20年3月31日）

（自 平成20年4月 １日 

 至 平成21年3月31日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 ２，０６５ １，０１９

減価償却費 ４９７ ５４１

減損損失 １８ －

持分法による投資損益（△は益） ４ －

貸倒引当金の増減額（△は減少） ４７ １２

受取利息及び受取配当金 △ ３４ △ ４４

固定資産売却益 △ ２２４ －

売上債権の増減額（△は増加） ４９８ ２４７

たな卸資産の増減額（△は増加） １７５ ４５４

仕入債務の増減額（△は減少） △ １８２ △ ７２

未払金の増減額（△は減少） △ ２６ ３８

前受金の増減額（△は減少） ３５ △ １１０

退職給付引当金の増減額（△は減少） １２８ １１２

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △ ３１３ ２

その他 △ ３０７ △ １８８

小計 ２，３８０ ２，０１４

利息及び配当金の受取額 ３２ ４１

法人税等の支払額 △ １，３９０ △ ５８０

営業活動によるキャッシュ・フロー １，０２２ １，４７４

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
定期預金の預入による支出 △ ３，８００ △ ４，２００

定期預金の払戻による収入 ３，３００ ３，８００

有形固定資産の取得による支出 △ １，２８２ △ １８６

有形固定資産の売却による収入 ３９４ ３９

無形固定資産の取得による支出 △ １１４ △ １８２

投資有価証券の取得による支出 △ ０ －

投資有価証券の売却による収入 ０ １０

その他 △ ２５ １

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １，５２７ △ ７１８

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
自己株式の取得による支出 △ ０ △ ０

自己株式の売却による収入 ７ ４

配当金の支払額 △ ３８０ △ ３８２

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３７３ △ ３７７

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ ８７９ ３７８

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３，６３８ ２，７５９

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ２，７５９ ３，１３８
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（５）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 
次に示す子会社全社を連結の範囲に含めております。 
小松ウオールサービス株式会社、小松プロテクター株式会社 

   なお、連結子会社であった小松ウォールシステム開発株式会社は平成 20 年 4 月 1 日を合併期日として当

社と合併し、消滅しております。 

２．持分法の適用に関する事項 
持分法を適用しております関連会社はありません。 

   なお、持分法適用関連会社であった株式会社パッセルインテグレーションは、平成 20 年 4 月 1 日付で、

同社の株式の全てを売却したため、当連結会計年度より持分法の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社の事業年度は、連結会計年度と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの ・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法に 

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 
時価のないもの ・・・移動平均法による原価法 

②たな卸資産 
製品、仕掛品及び未成工事  ・・・個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に 

基づく薄価切下げの方法により算定） 
原 材 料   ・・・移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

薄価切下げの方法により算定） 
貯 蔵 品   ・・・最終仕入原価法 

 （会計方針の変更） 
      当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9 号 平成 18 年 
      7 月 5 日公表分）を適用しております。これによる損益に与える影響額は軽微であります。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産（リース資産を除く） ・・・ 定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に 
ついては定額法 
主な耐用年数は以下のとおり 
建物及び構築物   ７～５０年 
機械装置及び運搬具 ４～１２年 

②無形固定資産 （リース資産を除く） ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 
（ソフトウエア） 
③リース資産 
 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 日以前

の取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（３）重要な引当金の計上基準 
①貸 倒 引 当 金・・・ 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、 
回収不能見込額を計上しております。 

②賞 与 引 当 金・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき 
計上しております。 
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③退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付 
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均 

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を 
それぞれ発生の翌連結会計年度から会計処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の 
一定の年数（５年）による定額法により会計処理しております。 

④役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく 
期末要支給額を計上しております。 

（４）その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

１．リース取引に関する会計基準  
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号（平

成 5 年 6 月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平成 19 年 3 月 30 日改正））及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成 6 年 1 月 18 日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成 19 年 3 月 30 日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 
これによる損益に与える影響はありません。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13 号「リ

ース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 
 
（８）表示方法の変更  

１．連結損益計算書関係  
前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めておりました「受取家賃」は、営業外収益の 

総額の１００分の１０を超えたため、当連結会計年度より区分掲記することといたしました。なお前連結 
会計年度の営業外収益の「その他」に含まれる「受取家賃」は１百万円であります。 

2．連結キャッシュフロー計算書関係  
前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「固定資 

産売却益」（当連結会計年度７百万円）は、金額の重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、「営

業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しております。 
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（９）連結財務諸表に関する注記事項  

（連結貸借対照表関係） 

１．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 
  当連結会計年度 
 百万円 
製品  １０８ 
仕掛品  １０３ 
未成工事  １，１８７ 
原材料及び貯蔵品  ２０１ 

２．関連会社に対するものは、次のとおりであります。 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 
投資有価証券（株式） １０ － 

 
（連結損益計算書関係） 

１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う薄価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 
 － ３ 

２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 
荷造運搬費 ７６９ ７６１ 
退職給付費用 ２４８ ２６６ 
給与手当及び賞与 ２，４１１ ２，４６７ 
賞与引当金繰入額 ３８８ ３７７ 
減価償却費 ２２７ ２７６ 
役員退職慰労引当金繰入額 ４４ ３２ 
貸倒引当金繰入額 ６８ ３７ 

３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
１９０百万円     ２０２百万円 

（連結株主資本等変動計算書関係） 
当連結会計年度（自 平成 20 年 4月 1日 至 平成 21 年 3月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 発行済株式 自己株式 
株式の種類 普通株式 普通株式 
前連結会計年度末株式数 10,903,240 株 308,444 株 

増加株式数 ― 80 株 

減少株式数 ― 3,560 株 

当連結会計年度末株式数 10,903,240 株 304,964 株 

（注） １．自己株式の増加数の内訳 

 単元未満株式の買取による増加 80 株

 ２．自己株式の減少数の内訳 
 ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 3,500 株

 単元未満株式の買増請求による減少 60 株
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２．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり 
配当額 基準日 効力発生日 

平成20年6月26日

定時株主総会 普通株式 190 百万円 18.00 円 平成20年3月31日 平成20年6月27日

平成20年10月20日

取締役会 普通株式 190 百万円 18.00 円 平成20年9月30日 平成20年11月28日

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
1株当たり
配当額 基準日 効力発生日 

平成21年6月25日

定時株主総会 普通株式 利益剰余金 190 百万円 18.00 円 平成21年3月31日 平成21年6月26日

 
 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円

現金及び預金勘定 ６，５５９ ７，３３８ 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ ３，８００ △ ４，２００ 
現金及び現金同等物  ２，７５９  ３，１３８ 

 

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 
前連結会計年度及び当連結会計年度については、当社グループが営む事業は、単一であるため 
「事業の種類別セグメント情報」の記載を行っておりません。 

２．所在地別セグメント情報 
前連結会計年度及び当連結会計年度については、在外連結子会社及び在外支店がないため該当 
ありません。 

３．海外売上高 
前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高がないため該当事項はありません。 

 

（関連当事者との取引） 
当連結会計年度については、該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円

繰延税金資産（流動）   
たな卸資産未実現利益 ９ ４ 
未払事業税 １７ ８ 
賞与引当金 ２７９ ２５９ 
未払法定福利費 ３２ ３０ 
その他 １８ １９ 

繰延税金資産計 ３５７ ３２２ 
繰延税金負債（流動）   

たな卸資産認容額 △ １０ ― 
繰延税金負債計 △ １０ ― 

繰延税金資産の純額 ３４６ ３２２ 
   
繰延税金資産（固定）   

無形固定資産 １２ ９ 
退職給付引当金 ３６５ ４１０ 
役員退職慰労引当金 １３４ １３５ 
減損損失 ２８ ２１ 
ゴルフ会員権評価損 ２０ ２１ 
その他 ３４ ２７ 
     繰延税金資産小計 ５９５ ６２５ 
       評価性引当額 △ ４５ △ ４５ 

繰延税金資産合計 ５５０ ５７９ 
繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △ １５４ △ １５４ 
その他有価証券評価差額金 △ ３８ △ ０ 

繰延税金負債計 △ １９２ △ １５４ 
繰延税金資産（負債）の純額 ３５７ ４２５ 

 
上記繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 前連結会計年度 当連結会計年度

 百万円 百万円

流動資産－繰延税金資産 ３４６ ３２２ 
固定資産－繰延税金資産 ３５７ ４３１ 
固定負債－その他 ― ６ 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別内訳 
 前連結会計年度 当連結会計年度

法定実効税率 ４０．４％ ４０．４％

（調整） 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 ２．３％ ５．５％

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △０．１％ △０．１％

 住民税均等割等 ２．４％ ４．９％

 その他 ２．１％ △１．９％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４７．１％ ４８．８％
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
（百万円未満切捨） 

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
（平成２０年３月３１日現在） （平成２１年３月３１日現在） 

期 別 
 
 
種 類 

取得原価
連結貸借
対照表 
計上額 

差 額 取得原価
連結貸借
対照表 
計上額 

差 額

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの       

株  式 ２７４ ３６１ ８６ ６０ ７１ １１

債  券 － － － － － －

そ の 他     ２２ ３０ ８ － － －

小  計 ２９６ ３９２ ９５ ６０ ７１ １１

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの    

株  式 ３ ３ － ２１６ ２０９ △ ６
債  券 － － － － － －

そ の 他     １ ０ △ ０ ２３ ２０ △ ２
小  計 ４ ４ △ ０ ２３９ ２３０ △ ９

合 計 ３０１ ３９６ ９５ ３００ ３０１ １

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について１百万円減損処理を行っ

ております。なお、有価証券の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比

べて３０％以上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、５０％以上下落したものについ

ては減損処理を行っております。また、３０％以上５０％未満下落したものについては、時価の

推移及び発行会社の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き減損処理を行っております。 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 

売 却 額 ０ － 
売 却 益 の 合 計 ０ － 
売 却 損 の 合 計 － － 

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 
その他有価証券   
 非上場株式 １２６ １２６ 
 投資事業有限責任組合出資金 ３ ３ 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
（前連結会計年度） 

 １年 以 内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 １０ 年 超 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
① 債 券 － － － － 
② そ の 他 － １２ － － 

合 計 － １２ － － 
 

- 20 -



小松ウオール工業(株)（7949）平成２１年３月期決算短信 

 

 
（当連結会計年度） 

 １年 以 内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 １０ 年 超 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
① 債 券 － － －  － 
② そ の 他 － ４ ３ － 

合 計 － ４ ３ － 
 

（デリバティブ取引関係） 
当連結会計年度及び前連結会計年度 

当社グループにおいて、デリバティブ取引は全く利用しておりませんので該当事項はありません。 
 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度（石川県機

械工業厚生年金基金）を設けております。 
なお、厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針３３項の例外処理を行う制度であります。 
また、当社の連結子会社である小松プロテクター株式会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制度を

設けておりましたが、平成 21 年 4 月 1 日の当社との合併に伴い、平成 21 年 3 月 31 日付で同社の適格退

職金制度及び退職一時金制度を終了しております。 
２．退職給付債務に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 百万円 百万円

① 退職給付債務 △ ２，４７７ △ ２，５９３ 
② 年金資産 １，３３４ １，３５９ 
③ 未積立退職給付債務（①＋②） △ １，１４２ △ １，２３３ 
④ 未認識数理計算上の差異 １２３ １４１ 
⑤ 未認識過去勤務債務 １１４ ７５ 
⑥ 退職給付引当金（③＋④＋⑤） △ ９０４ △ １，０１６ 

 

３．退職給付費用に関する事項 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

 百万円 百万円

① 勤務費用 （注 1） ３２６ ３３６ 
② 利息費用 ４６ ４９ 
③ 期待運用収益（減算） ９ １０ 
④ 数理計算上の差異の費用処理額 ３１ ３７ 
⑤ 過去勤務債務の費用処理額 ３９ ３９ 
⑥ 退職給付費用（①＋②－③＋④＋⑤） ４３４ ４５２ 
⑦ 退職給付制度終了損（注 2） － １ 
⑧ 合計（⑥＋⑦） ４３４ ４５３ 
（注）1. 自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することのできない総合設立の厚生年金

基金への拠出額（会社負担分）１７１百万円を勤務費用に含めております。 
     2. 当社の連結子会社である小松プロテクター株式会社における退職給付制度終了損を、特別損

失に計上しております。 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

① 割引率  ２．０％  ２．０％ 

② 期待運用収益率 ０．７５％ ０．７５％ 

③ 退職給付見込額の期間配分方式 期間定額基準 期間定額基準 

④ 数理計算上の差異の処理年数 (注１) ５年 (注１) ５年 

⑤ 過去勤務債務の額の処理年数 (注２) ５年 (注２) ５年 
(注)１. 各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法 

により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から会計処理しております。 
２. 発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により会計処理し 
ております。 

 

（ストック・オプション等） 
当連結会計年度（自 平成２０年４月１日 至 平成２１年３月３１日） 

（１）ストック・オプションの内容 
 平成１５年ストック・オプション 
付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役     １６名 

当社監査役      ４名 

当社の管理職   １３８名 

連結子会社の取締役  ６名 

連結子会社の監査役  １名 

連結子会社の管理職 ２３名 
株式の種類別のストック・オプション数（注） 普通株式 ３１６，５００株 
付与日 平成１５年９月５日 

権利確定条件 付与日（平成１５年９月５日）以降、権利確定日

（平成１７年６月３０日）まで継続して勤務して

いること。 

対象勤務期間 平成１５年９月５日～平成１７年６月３０日 

権利行使期間 平成１７年７月１日～平成２０年６月３０日 

（注）株式数に換算して記載しております。 
 

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 
当連結会計年度（平成 21 年 3月期）において存在したストック・オプションを対象とし、 

ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 
①ストック・オプションの数 

 平成１５年ストック・オプション 
権利確定後（株） 
前連結会計年度末 ４０，４００

権利確定 －

権利行使 ３，５００

失効 ３６，９００

未行使残 －

②単価情報 
権利行使価格（円） １，２２４

行使時平均株価（円） １，２９６
付与日における公正な評価単価（円） －

 

（企業結合等関係） 
当社は、平成 20 年 4 月 1 日を合併期日とし、当社の完全子会社である小松ウォールシステム開発株式

会社を吸収合併いたしました。当該合併は共通支配下の取引であり、連結財務諸表に与える影響はありま

せん。なお、共通支配下の取引等の注記は、財務諸表に注記しております。 
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（１株当たり情報） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

項 目 （自 平成 19 年 4月 1日 

至 平成 20 年 3月 31 日） 

（自 平成 20 年 4月 1日 

至 平成 21 年 3月 31 日）

 円  銭 円  銭
1 株当たり純資産額 ２，３１９ ３６ ２，３２７ ０４ 
1 株当たり当期純利益額 １０３ ２１ ４９ ３１ 
潜在株式調整後 1 株当たり純利益額 １０３ １０ ４９ ３１ 

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 
（自 平成 19 年 4月 1日 

至 平成 20 年 3月 31 日）

（自 平成 20 年 4月 1日 

至 平成 21 年 3月 31 日）

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益（百万円） １，０９３ ５２２ 
普通株主に帰属しない金額  （百万円） － － 
普通株式に係る当期純利益  （百万円） １，０９３ ５２２ 
普通株式の期中平均株式数  （株） １０，５９２，８７９ １０，５９７，７７３ 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   
当期純利益調整額      （百万円） － － 
普通株式増加数（株） １１，０３３ ５３９ 
（うち新株予約権）（株） １１，０３３ ５３９ 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

－ － 

 
（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （平成 20 年 3 月 31 日） （平成 21 年 3 月 31 日） 

純資産の部の合計額     （百万円） ２４，５７３ ２４，６６２ 
純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円）
－ － 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ２４，５７３ ２４，６６２ 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数     （株） １０，５９４，７９６ １０，５９８，２７６ 

 

（重要な後発事項） 
    該当事項はありません。 

（開示の省略） 
リース取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表  
（１）貸借対照表 

（百万円未満切捨） 
前事業年度 当事業年度  

（平成 20 年 3 月 31 日） （平成 21 年 3 月 31 日） 
区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資産の部）  
Ⅰ 流動資産 

1．現金及び預金 5,443 6,236

2．受取手形 2,983 2,962

3．売掛金 5,788 5,565

4．製品 116 107

5．仕掛品 111 102

6．未成工事 1,600 1,199

7．原材料 222 －

8．貯蔵品 2 －

9．原材料及び貯蔵品 － 191

10．前払費用 30 34

11．繰延税金資産 292 280

12．その他 62 71

貸倒引当金 △ 50 △ 51

流動資産合計 16,605 16,699

Ⅱ 固定資産 
1．有形固定資産 
（1）建物 2,210 2,163

（2）構築物 103 93

（3）機械及び装置 659 527

（4）車輌及び運搬具 8 7

（5）工具、器具及び備品 162 163

（6）土地 3,271 3,240

（7）建設仮勘定 111 －

有形固定資産合計 6,527 6,195

2．無形固定資産 
（1） ソフトウェア 297 384

（2） 電話加入権 16 16

（3） その他 1 1

無形固定資産合計 315 403

3．投資その他の資産 
（1）投資有価証券 499 409

（2）関係会社株式 87 67

（3）出資金 24 21

（4）破産・更生債権等 83 97

（5）長期前払費用 7 4

（6）保険積立金 2,964 3,107

（7）繰延税金資産 295 381

（8）その他 252 247

貸倒引当金 △ 76 △ 88

投資その他の資産合計 4,140 4,249

固定資産合計 10,983 10,847

資産合計 27,589 27,547
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（百万円未満切捨） 

前事業年度 当事業年度  
（平成 20 年 3 月 31 日） （平成 21 年 3 月 31 日） 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

（負債の部）  
Ⅰ 流動負債 
1．買掛金 1,665 1,600

2．未払金 607 550

3．未払費用 70 67

4．未払法人税等 105 51

5．未払消費税等 36 40

6．前受金 417 306

7．預り金 24 26

8．賞与引当金 602 567

流動負債合計 3,529 3,212

Ⅱ 固定負債 
1．退職給付引当金 811 948

2．役員退職慰労引当金 290 300

3．その他 10 15

固定負債合計 1,112 1,264

負債合計 4,641 4,476

（純資産の部）  
Ⅰ 株主資本 
1．資本金 3,099 3,099

2．資本剰余金 

（1）資本準備金 3,031 3,031

資本剰余金合計 3,031 3,031

3．利益剰余金 

（1）利益準備金 301 301

（2）その他利益剰余金 

固定資産圧縮積立金 216 215

別途積立金 14,986 14,986

繰越利益剰余金 1,723 1,895

利益剰余金合計 17,228 17,398

4．自己株式 △ 466 △ 461

株主資本合計 22,892 23,068

Ⅱ 評価・換算差額等 
1．その他有価証券評価差額金 55 2

評価・換算差額等合計 55 2

純資産合計 22,948 23,070

負債純資産合計 27,589 27,547
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（２）損益計算書 
（百万円未満切捨） 

 

前事業年度 
（自 平成 19 年 4月 1 日 
至 平成 20 年 3月 31 日） 

当事業年度 
（自 平成 20 年 4月 1 日 
至 平成 21 年 3月 31 日）

 

区分 金額（百万円）     金額（百万円）  

Ⅰ 売上高 26,731 26,024

Ⅱ 売上原価 19,068 19,056

売上総利益 7,663 6,967

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,170 6,290

営業利益 1,492 676

Ⅳ 営業外収益 
1.受取利息 26 33

2.受取配当金 102 101

3.受取保険金 2 2

4.受取家賃 20 30

5.その他 16 18

営業外収益合計 167 186

Ⅴ 営業外費用 
1. 売上割引 23 22

2. その他 0 0

営業外費用合計 24 22

経常利益 1,635 840

Ⅵ 特別利益 
1.固定資産売却益 224 7

2.抱合株式消滅差益 － 105

特別利益合計 224 112

Ⅶ 特別損失 
1.固定資産売却損 12 5

2.固定資産除却損 7 7

3.ゴルフ会員権評価損 1 10

4.投資有価証券評価損 3 1

5.減損損失 18 －

特別損失合計 42 24

税引前当期純利益 1,817 928

法人税、住民税及び事業税 609 400

法人税等調整額 218 △ 24

法人税等合計 827 376

当期純利益 990 552
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（３）株主資本変動計算書 
（百万円未満切捨） 

 

前事業年度 
（自 平成19年 4月 1日 
至 平成20年 3月 31日） 

当事業年度 
（自 平成20年 4月 1日 
至 平成21年 3月 31日）

区分 金額（百万円）   金額（百万円） 

株主資本 
 資本金 
  前期末残高 3,099 3,099

  当期変動額 
   当期変動額合計 － －

  当期末残高 3,099 3,099

資本剰余金 

資本準備金 

  前期末残高 3,031 3,031

  当期変動額 

   当期変動額合計 － －

 当期末残高 3,031 3,031

 資本剰余金合計 

  前期末残高 3,031 3,031

  当期変動額 
   当期変動額合計 － －

 当期末残高 3,031 3,031

 利益剰余金 

  利益準備金 

  前期末残高 301 301

  当期変動額 

   当期変動額合計 － －

  当期末残高 301 301

 その他利益剰余金 

  特別償却準備金 

   前期末残高 2 －

   当期変動額 

    特別償却準備金の取崩 △ 2 －

    当期変動額合計 △ 2 －

   当期末残高 － －

  固定資産圧縮積立金 

   前期末残高 117 216

   当期変動額 

    固定資産圧縮積立金の積立 100 －

    固定資産圧縮積立金の取崩 △ 1 △ 1

    当期変動額合計 98 △ 1
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 （百万円未満切捨）

 

前事業年度 
（自 平成19年 4月 1日 
至 平成20年 3月 31日） 

当事業年度 
（自 平成20年 4月 1日 
至 平成21年3月31日）

区分 金額（百万円）        金額（百万円） 

   当期末残高 216 215

  別途積立金 

   前期末残高 14,986 14,986

   当期変動額 

    当期変動額合計 － －

   当期末残高 14,986 14,986

  繰越利益剰余金 

   前期末残高 1,213 1,723

    当期変動額 
     剰余金の配当 △ 381 △ 381

     当期純利益 990 552

     自己株式の処分 △ 1 △ 1

     特別償却準備金の取崩 2 －

     固定資産圧縮積立金の積立 △ 100 －

     固定資産圧縮積立金の取崩 1 1

     当期変動額合計 510 171

    当期末残高 1,723 1,895

   利益剰余金合計 
    前期末残高 16,621 17,228

    当期変動額 
     剰余金の配当 △ 381 △ 381

     当期純利益 990 552

     自己株式の処分 △ 1 △ 1

     当期変動額合計 607 169

    当期末残高 17,228 17,398

  自己株式  
   前期末残高  △ 475 △ 466

   当期変動額  
    自己株式の取得  △ 0 △ 0

    自己株式の処分  9 5

    当期変動額合計  8 5

   当期末残高  △ 466 △ 461

  株主資本合計  
   前期末残高  22,277 22,892

   当期変動額  
    剰余金の配当  △ 381 △ 381

    当期純利益 990 552

    自己株式の取得 △ 0 △ 0
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（百万円未満切捨）

 

前事業年度 
（自 平成19年 4月 1日 
至 平成20年 3月 31日） 

当事業年度 
（自 平成20年 4月 1日 
至 平成21年 3月 31日）

区分 金額（百万円）    金額（百万円） 

    自己株式の処分 7 4

    当期変動額合計 615 175

   当期末残高 22,892 23,068

評価・換算差額等 

 その他有価証券評価差額金 

  前期末残高 127 55

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 71 △ 52

   当期変動額合計 △ 71 △ 52

  当期末残高 55 2

 評価・換算差額等合計 

  前期末残高 127 55

  当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 71 △ 52

   当期変動額合計 △ 71 △ 52

  当期末残高 55 2

純資産合計 
 前期末残高 22,404 22,948

 当期変動額 
  剰余金の配当 △ 381 △ 381

  当期純利益  990 552

  自己株式の取得  △ 0 △ 0

  自己株式の処分  7 4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 71 △ 52

  当期変動額合計  544 122

 当期末残高 22,948 23,070
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（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

（５）重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの ・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により 

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
製品、仕掛品及び未成工事  ・・・個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に 

基づく薄価切下げの方法により算定） 
原 材 料   ・・・移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

薄価切下げの方法により算定） 
貯 蔵 品   ・・・最終仕入原価法 

 （会計方針の変更） 
      当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9 号 平成 18 年 
      7 月 5 日公表分）を適用しております。これによる損益に与える影響額は軽微であります。 

３．固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産（リース資産を除く） ・・・定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法 
主な耐用年数は以下のとおり  
 建物 ８～５０年  
 構築物 ７～４０年  
 機械及び装置 ７～１０年  
 車輛運搬具 ４～５年  
 工具器具備品 ２～８年  

②無形固定資産（リース資産を除く） ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 
（ソフトウエア） 
③リース資産 
 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  
  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

    なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 日以前の

取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

４．引当金の計上基準 
①貸 倒 引 当 金・・・ 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 
②賞 与 引 当 金・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 
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③退職給付引当金・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から会計処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により発生した事業年度から費用処理することとして

おります。 
④役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

５．その他財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（６）重要な会計処理方法の変更 

   １．リース取引に関する会計基準 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号（平成 5
年 6 月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平成 19 年 3 月 30 日改正））及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成 6 年 1 月 18 日（日本公認会計士協会 会計制度

委員会）、平成 19 年 3 月 30 日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 
これによる損益に与える影響はありません。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13 号「リ

ース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

（７）個別財務諸表に関する注記事項  

（貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
 前事業年度 当事業年度 
 百万円 百万円 
 ５，１６０ ５，４３８ 

２．関係会社に対する負債 
 前事業年度 当事業年度 

 百万円 百万円 
買掛金 ３７１ ３２３ 

（損益計算書関係） 

１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う薄価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 
 前事業年度 当事業年度 
 百万円 百万円 
 ― ３ 
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（株主資本等変動計算書関係） 
当事業年度（自 平成20年 4月 1日 至 平成21年 3月 31日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 自己株式 
株式の種類 普通株式 
前事業年度末株式数 308,444株 

増加株式数 80株 
減少株式数 3,560株 
当事業年度末株式数 304,964株 
（注） １．自己株式の増加数の内訳  

 単元未満株式の買取による増加 80株 

 ２．自己株式の減少数の内訳  

 ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 3,500株 

 単元未満株式の買増請求による減少 60株 

（有価証券関係） 
当事業年度及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
 前事業年度 当事業年度 
 百万円 百万円 
繰延税金資産（流動）   

未払事業税 １２ ６ 
賞与引当金 ２４３ ２２９ 
未払法定福利費 ２８ ２７ 
その他 １９ １８ 
   繰延税金資産計 ３０３ ２８０ 

繰延税金負債（流動）   
 たな卸資産認容額 △ １０ － 

繰延税金資産の純額 ２９２ ２８０ 
   
繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金 ３２７ ３８３ 
役員退職慰労引当金 １１７ １２１ 
減損損失 ２８ ２１ 
ゴルフ会員権評価損 ２０ ２１ 
その他 ３０ ２７ 
   繰延税金資産小計 ５２４ ５７４ 
     評価性引当額 △ ４５ △ ４５ 
   繰延税金資産合計 ４７９ ５２９ 

   
繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △ １４６ △ １４５ 
その他有価証券評価差額金 △ ３７ △ １ 
   繰延税金負債計 △ １８３ △ １４７ 

繰延税金資産の純額 ２９５ ３８１ 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の 
原因となった主要な項目別内訳 

 前事業年度 当事業年度 
 百万円 百万円

法定実効税率 ４０．４％ ４０．４％

（調整） 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 ２．６％ ６．１％

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ ２．２％ △ ４．３％

 住民税均等割等 ２．６％ ５．１％

 抱合株式消滅差益 － ％ △ ４．６％

 その他 ２．１％ △ ２．２％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４５．５％ ４０．５％

（企業結合等関係） 
    当事業年度（自 平成 20 年 4 月 1 至 平成 21 年 3 月 31 日） 
   1）結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含 
    む取引の概要 

（1）結合当事企業の名称及び事業の内容 
 ①結合企業 
   名称 小松ウオール工業株式会社（当社） 
   事業の内容 間仕切製品の製造、販売ならびに施工 
 ②非結合企業  
   名称 小松ウォールシステム開発株式会社（当社の完全子会社） 
   事業の内容 当社グループのシステム開発業務及び保守業務 
（2）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 
   平成 20 年 4 月 1 日を合併期日とし、当社を存続会社、小松ウォールシステム開発株式会社を消滅会 

社とする吸収合併であり、結合後企業の名称は小松ウオール工業株式会社となっております。なお、 
合併による新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

（3）取引の目的を含む取引の概要 
   当社は環境の変化に即応し、当社グループの一層の経営効率化を図るため、当社の完全子会社である 

小松ウォールシステム開発株式会社と合併いたしました。 
    2）実施した会計処理の概要 

当社が小松ウォールシステム開発株式会社より受入れた資産及び負債は、合併期日の前日に付され 
た適正な帳簿価額により計上しております。なお、当社が保有する当該子会社株式の帳簿価額と増加 
株主資本との差額１０５百万円を損益計算書における特別利益に計上しております。 

（重要な後発事象） 
当社は、連結子会社である小松プロテクター株式会社を平成21年4月1日付で吸収合併いたしました。

これにより、小松プロテクター株式会社の資産・負債及び権利義務の一切を引き継いでおります。 
なお、同社の平成21年 3月 31日現在の財政状態は、次のとおりであります。 

資産合計   １,２１４百万円 

負債合計     １０３百万円 

純資産合計  １,１１０百万円 

また、当該合併に伴い、抱合株式消滅差益１，０６２百万円が発生しております。 

（開示の省略） 
リース及び１株当たり情報に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくな

いと考えられるため開示を省略しております。 
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６．その他  
 

（１）役員の異動（平成２１年６月２５日付予定） 

１．新任予定監査役 

 

常勤監査役 熊
くま

 田
だ

  雅
まさ

 巳
み

 
現 取締役 
（市場開発部 東日本担当） 

 
 

２．退任予定取締役 

 

現 常務取締役 
（西日本ブロック長 
兼四国支店長） 

片
かた

 山
やま

  光
みつ

 良
よし

 常務執行役員に就任予定 

現 常務取締役 
（市場開発部長） 山

やま

 本
もと

  孝
こう

 三
ぞう

 常務執行役員に就任予定 

現 取締役 
（広島支店長） 巾

はば

 下
した

  修
しゅう

 二
じ

 執行役員に就任予定 

現 取締役 
（技術部長） 万

まん

 仲
ちゅう

  秀
ひで

 和
かず

 執行役員に就任予定 

現 取締役 
（品質保証部長） 和

わ

 田
だ

  裕
ゆたか

 執行役員に就任予定 

現 取締役 
（市場開発部 東日本担当） 熊

くま

 田
だ

  雅
まさ

 巳
み

 常勤監査役に就任予定 

現 取締役 
（第四製造部長） 平

ひら

 田
た

  保
やす

 次
じ

 執行役員に就任予定 

現 取締役 
（ＲＷ事業部長） 根

ね

 上
がみ

  清
きよし

 執行役員に就任予定 

現 取締役 
（東日本ブロック長） 武

たけ

 居
すえ

  秀
ひで

 雄
お

 執行役員に就任予定 

現 取締役 
（名古屋支店長） 中

なか

 村
むら

  猛
たけし

 執行役員に就任予定 

 
 

３．退任予定監査役 

 

現 常勤監査役 和
わ

 田
だ

  良
りょう

 一
いち

 
執行役員（内部監査室長） 
に就任予定 

現 非常勤監査役 佐
さ

 久
く

 間
ま

  宜
たか

 
ゆき

  

 
以上 
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